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自動車部品サプライヤーの多重ネットワークによる

           イノベーション活動の推進

木村弘＊

Promotion of lnnovation activity by Supplier's Multiple Networks

Hiroshi KIMURA ＊

Abstract: The puipose of this study is to examine supplier's networks.  Firsg we review theory of network， next， examine actual

supplier's networks.  'lheq we find out that the significance of network for supplier. 
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1. はじめに

 本稿では、自動車部品サプライヤーがネットワー一一一クを形成

しながらイノベーション活動を推進させている経営現象に

注目していく。対象となるのは、ここ数年で瑠速な部品調達

構造の変革に直面している広島地域の自動車部品サプライ

ヤーである。

 近年、マツダがFSS(フル・サービス・サプライヤー)

制度を導入するなど、生産体制の見直しが部品取引構造にも

及び、部品を供給するサプライヤーのなかには取引停止や下

位サプライヤーへ降格となるものも出現している注1)。その

ため、各サプライヤーでは企業存続のためのコストダウンや

技術開発、さらには新規事業創造の取組みが行われている。

 こうした取組みの中でわれわれが注目するのは、サプライ

ヤーが主体となって同業他社と協力しながら新事業を模索

しようとしている企業のネットワーキング活動である。特定

の技術しか保有せず、なおかつ経営資源の制約もあるサプラ

イヤーでは、一社単独では困難な事業であっても、複数企業

が集結して資源を補完することで事業展開を可能にしてい

るのである。

 特に本研究で重視しているのは、このネットワーク組織が

従来の自動車メーカーを頂点とした支配従属関係を前提と

したものではなく、サプライヤーが主体となって形成されて

いる自立的なネットワーク組織だということである。そこで、

本研究では取組みの事例として、マツダとの取引が9割を占

める二次サプライヤーについて取り上げ、実際のサプライヤ

ーがどのようなネットワーク組織を形成し、どのような事
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業展開をしているのか、そしてこうしたネットワーキング活

動がどのような意義を持ちうるのかを考察していきたい。

2. 企業ネットワークをめぐる議論

(1)企業ネットワークの分析アプローチ

 まず、なぜ企業がネットワークを構築するのか、またそこ

ではどのような内部の調整が行われているのかについて先

行研究から考察していきたい。

 こうした企業間の関係に着目した研究は多岐にわたって

おり、企業間関係については山倉(1993)の研究によってある

程度の体系化がなされている1)。しかし、西口編(2003)にお

いて指摘されるように、最近のネットワークをめぐる議論が

経営学、組織論、技術論、社会学、政治経済学等の関，d＞＄を

反映しており、その内容も組織学習、中小企業や大学、研究

所といった異なる経済主体間の交配や経路依存性、交流や信

頼を醸成する社会的埋め込み、政府政策などのエントリーが

多いことが特徴としてあげられている2)。

 また、西口らは、それらの研究における共通項目を捕捉し

ている。西口らがあげている項目には、自動車産業における

サプライヤー関係をみた研究も含まれており、自動車メーカ

ーとサプライヤーとの相互学習や知識共有に注目して高い

生産性を実現しているといった取引の内面に及んだ議論が

盛んになっている。

 本稿ではサプライヤーを対象に議論を進めている。そのた

め、まずはサプライヤーにおけるネットワークがどのような

理由で形成され、どのような調整が行われてきたのかを考え

ていかなければならない。ここで留意しなければならないの

は、本研究におけるサプライヤーのネットワーク活動で重視

するのは企業の自立的な活動をする側面であり、従来のよう

に下請としてだけではなく自発的な活動を展開するという
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点である。

 以前から企業間関係においては、企業の持つ経営資源や組

織内の統制、取引コストなどに着目した研究がなされてきた

が、近年になってからは組織間の相互学習や知識共通などの

議論が盛んになっている。ここでは、そうした主要なアプロ

ーチをいくつか取り上げながら、これらの枠組みがどこまで

本研究が想定しているサプライヤーのネットワークを説明

しうるのかを考えていきたい。

①資源依存アブn・一チ

 資源依存(resource dependent)アプローチでは、組織間の

資源の交換や相互依存関係に焦点をあてながら、組織間関係

がどのように発生したのかを説明している。分析単位は組織

である。ここでの組織とは決して自己充足的な存在ではなく、

自らが持ち得ない資源を他組織へ依存することによって存

続することを想定している。そして、企業間でこのような資

源の交換を通じた相互作用によって組織間関係が形成され

るとしている。代表的な研究にはPfeffer＆Salancik(1978)

がある3)。

 この視点は、豊富な経営資源を持たない企業が小企業と資

源の相互補完をするという動機づけを説明するものであり、

サプライヤーがネットワークを志向するひとつの動機を示

しているといえるので、本稿においては有用なアプローチで

あるといえる。

 しかしながら、ここで気をつけなければならないのは組織

におけるパワーの問題である。資源を他組織に依存するとい

うことは、他組織にとって最も望ましい環境を形成されてし

まうことになり、当該組織においては自律性を確保できなく

なるのである。Pfeffer＆Salancikの考える資源依存アプロー

チは、基本的に他組織への依存を回避するために、自らのパ

ワーの及ぶ範囲を拡大する行動原理を持つものであり、こう

した組織間のパワー関係の作用に注目し、そこに組織間関係

が形成されるとしている。

 この点で、あまりに相手企業の持つパワーに翻弄されるよ

うになると、自らが自律的な経営活動を展開できなくなる。

そのため、このアプローチはサプライヤーのネットワークに

おいて適用できない面が生じてくると考えられるのである。

②集合戦略アプローチ

 次に見ていきたいのは、Astley＆Fombrun(1983)、

Astley(1984)らに代表される集合戦略(collective

strategy)アプローチである4)5)。ここでの分析単位は組織

の集合体やグループとなる。このアプローチでは、繊の集

合体自体やそれにおける組織間関係を主な分析対象として

いる。そのため、組織がネットワークを形成する理由として、

個々の組織が他の組織との協同を通じて組織間共同目標を

追求しながら、環境適応を果たすという考えを基盤としてい

る。ここでは、資源依存アプローチのように依存やパワS一・・一・関

係を強調することなく、組織の共生の側面を重視しているの

が特徴である。

 集合戦略アプローチの特徴としては、ボランタリスティッ

ク志向であることも指摘できる。ボランタリスティック志向

とは、組織が環境に対して自由に自らが主意主義的な行動を

とることによって、環境をつくりあげていくという考え方を

指す。その対極にあるのが決定論的志向である。決定論的志

向では、組織が環境によって行動を決定されることを意味し

ている。このことから、サプライヤー・ネットワークにおい

て必要なのはボランタリスティック志向であることがわか

る。決定論的志向であると、従前の自動車メーカーを頂点と

したネットワーク構造と何ら違いがないからである。この点

において、集合戦略アプローチは重要な意味を持っていると

いえるため、後でさらに考察をしていくことにしたい。

③取引コスト・アプローチ

 取引コスト(transaction cost)・アプローチは取引につい

て注目し、取引が組織で行われるのか市場で行われるのかと

いう選択の問題が中心となる。ここでの分析単位は取引

(transaction)となる。このアプローチにおける組織とは、

ヒエラルキーによって調整される取引を指し、一方の市場と

は、価格によって調整される取引のことを意味する。この選

択を決めるが取引コストと市場コストのどちらが効率的か

という視点で捉えていることが特徴である。

 ここは、Coase(1960)やWilliamson(1975)の研究に代表さ

れるアプローチである6)7)。その後、今井他(1982)によって

中間組織という概念が提示されるに至っている8)。中間組織

とは組織でも市場でもない中間的な取引が実施される組織

であり、それぞれが互いに自立しつつ相互依存する社会シス

テムとして捉えられ、中小企業ネットワークの議論などで展

開されている。当然に、このアプローチは経済取引に注目す

ることが前提になっている。

 しかしながら、現実のサプライヤー・一 一ネットワークの根底

には、現在の窮状を共に乗り越えて存続していこうという経

済的取引に謡われない形成理由が多いと考えられる。その他

に、異業種交流や情報や意見の交換といった自由で活発な集

まりを説明することができなくなる。そのため、取引コス

ト・アプローチをサプライヤーのネットワークに適用するに

は限界があると考えられる。

④制度化アブn一チ

 このアプローチでは、組織は制度化された環境の中に埋め

込まれているという立揚をとる。環境とは、当該組織におい

て何らかの制約を課すだけでなく、その存在や行動に正当性

や妥当性を付与するものとして捉えられている。ここで注目

されるのは組織の価値や規範といった関係であり、こうした

不可視的な要素がもとになっているのが特徴である。このア

ブn一一チによると、組織がネットワーク化する動きを見せる

のは自身の存在の正当性を獲得するためであるという考え

方になる。
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広島地域のサプライヤーにおいては、当時の成長企業であ

り地域における中核企業であるマツダと取引をすることは、

自社の存在を正当化することもできたし、権威付けする意味

をも持っていた。しかし、現在ではこうした正当性はあると

はいえ、今後も取引の安定が望めないサプライヤーの場合は

このアプローチによる動機づけには至らないと考えられる。

⑤戦略的ネットワーク・アプロ・一…チ

 その他のアブm一チとして、ダイナミックで戦略的なネッ

トワークを取り上げたい。戦略的にネットワークを考えてい

くと、資源依存や共生関係の構築、取引コストの最ノ」〉化や正

当化の獲得といった要因は、企業がおかれている環境に対し

て、自らが主体的に対処しようとしたプロセスのひとつにす

ぎないことになる。そのため、現実には取引費用の効率化と

正当性の獲得を同時に達成することができる。

 この点についてJarillo(1988)は、自社が競争優i位を獲得

するために企業家はネットワークを構築していくことを強

調しており、戦略的という意味から、ネットワークを形成す

る企業は相互関連性を持ちながら利潤を追求する目的志向

の結びつきであると考えている9)。

 こうした視点は重要である。サプライヤーが共同で部品製

造を行ったり、新規事業を立ち上げたりするネットワークを

戦略的に構築することによって、企業存続はもちろん規模の

経済性を享受することもできるし、企業の保有する資源の異

質性が高ければ伸縮的専門化が同時に実現される可能性は

高まるからである。

 ここで注意しなければならない点もある。戦略的ネットワ

ークの考えでは、効率的にパートナーを探すことが想定され

ている。一次サプライヤーのように、モジュール化の影響に

よって類似した部品を供給する2社が協力関係を結ぶこと

は戦略的であるといえるが、下位のサプライヤーにおいて、

新規事業創造などを目指すネットワークが形成される場合

には、本当に利潤を追求することが前提となっているのかは

疑問である。実際に、こうしたサプライヤーのネットワーク

において戦略的に結合する時に重視されるのは、取引コスト

のところでもふれたように、支配従属関係にないパートナー

シップを形成できる相手を志向することが多いと考えられ

る。つまり、これまでに形成された企業間の関係性という要

因がサプライヤーの戦略的ネットワーク構築に影響してい

ると考えられるのである。

 厳密には本来の意味とは異なるものの、戦略的な視点は、

サプライヤーが自社の意思で行動するネットワーク形成に

ついては重要な考えであることに違いない。

(2)サプライヤーのネットワ・・・…ク形成に有用な視点

 これまでの議論から、サプライヤーがネットワークを活用

してイノベーションを展開していくために有効だと考えら

れる視点として注口するのは、共生という概念を用いて環境

に適応していく側面を強調している集合戦略のアプローチ

や、ダイナミックで戦略的なネットワークではないだろうか。

つまり、他企業との共生的でパートナーシップに基づく企業

間関係がサプライヤーのネットワークに重要であるという

ことである。加えて、これまでの系列ネットワークにおける

企業間関係の蓄積を活用するネットワークを考えているた

め、ネットワークの基盤となる企業の関係性についてもさら

に考察を深めていかなければならない。

 そこで以下では、本稿で考えていくサプライヤー・ネット

ワークにとって重要だと思われる共生的な視点とネットワ

ークの基盤となる企業間の関係性に関する2つの視点をと

りあげていきたい。

①共生・パートナーシップの視点

 最近の研究では、企業に対して外部のパートナー一と長期的

な協力戦略パートナーシップへ移行するように提唱するも

のが増加しており、戦略研究における分析視点は個別企業か

ら企業集団へ移行してきた。このことは、一社単独ではなく

他社と連携することによって生き残りをかけたイノベーシ

ョンに取り組んでいくサプライヤーのネットワークを考え

ていく本稿の立場からみて有用な視点である。

 Astley(1984)では、戦略がどのような系譜を経ているのか

が考察されている5)。Astleyによると、戦略は経営戦略

(business strategy)、企業戦略(corporate strategy)、産

業戦略(industrial strategy)、そして集合戦略(collective

strategy)へと発展してきたとしている。

 第1段階の経営戦略では「制約(constraint)」を重要な変

数としている。企業は制約がある環境において、どのような

戦略を策定して対応していくのかを考える。この段階では環

境は所与のものと考えて適応していくことになるのでコン

ティンジェンシー理論もキーワードとなる。つまり、環境決

定論的な意味合いが強いのが特徴である。そして、第2段階

の企業戦略は「選択(choice)」が重要な変数である。前段階

ではコンティンジェンシー理論によって、i)環境的な制約

は所与のもので、ii)組織的適応の代替案の範囲は適切にフ

ィットすることを制限してしまうことが仮定されていた。し

かしこの段階では、戦略的選択の視点によって、マネジャー

は保持すべき顧客やターゲットにする市場などを選択し、企

業活動を行うドメインの境界を設定するために積極的に行

動する。こうしたことからこの段階はボランタリスティック

的な傾向がある。

 次に、第3段階の産業戦略では「競争(competition)」が

重要な変数である。産業戦略では産業全体を分析する視点か

ら、産業内の企業競争をどのようにしていくのかについての

戦略が焦点になる。分析の視点として集団生態学
(population ecology)のアプローチをとる。この段階は第1、

2段階とは分析視角が単一組織ではなく複:数組織にある点、

そして第2段階とは「自然的選択(natural selection)」と

いう点でも異なる。産業戦略は特定産業内における戦略策定

であることから、決定論的志向なのが特徴である。
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 第4段階が集合戦略である。集合戦略は複数企業による共

同意思決定などをどうやって実施するのかに焦点をあてて

いる。これまで軽視されてきた組織の「コラボレーション」

が重要な変数である。共同行為に着目し創造陛や生産の源泉

が集合的組織の行為にあるとしている。集合戦略では、生物

学的アナロジーの視点からヒューマン・エコロジーを援用し、

どのような戦略によって適応していくのかを考察している。

適応には形態的適応(somatic adaptation)と遺伝的適応

(genetic adaptation)の2つあるとした。前者はコンティン

ジェンシー理論でいう、同産業内において環境ごとに様々な

形態の組織が見られることである。後者は、海洋生物は陸生

動物とは違った運動能力や呼吸器官を発達させることを示

している。これは第2段階で見られる戦略的選択によって説

明されるものであり、つまりは組織が新しい位置にフィット

するように変貌(metamorphosis)することを言ったものであ

る。

 重要な点は生態学での分析レベルが個々の有機体ではな

く、部分の集合体だということである。この段階では集合体

での適応が問題になるのである。Astleyは組織と環境問の境

界は消滅し始めていると指摘している。組織は環境の各次元

を構成する集合的な行為の一部分として見られることにな

る。Astieyは最後に集合のコラボレーションを確実にするた

めに、集合の忠誠(allegiances)の制度化に対して留意する

ことを指摘している。

②関係性の視点

 Dyer＆Singh(1998)は「特有企業間の連関(idiosyncratic

interfirm l inkages)」が関係性レソトと競争優位の源泉で

あることに着目したlo)。そして「関係性の視点(relational

view)」という複数企業を分析ユニットにした概念でネット

ワークの有効性を論じている。Dyerらはこれまでの自動車産

業を中心にした企業間関係が生みだす優位性を研究してき

た成果により、関係性という立場で議論するに至っている。

これまで競争優位の議論では、2つの主要な視点が平均以上

のリターンの源泉として用いられてきた。この2つの視点と

は「産業構造の視点(industry structure view)」と「資源

ベースの視点(resource-based view)」である。

 産業構造の視点とはPorterが提唱している視点で、その

産業が持つ構造における企業メンバーの機能によって競争

優位が生み出されるものである。この分析単位は産業である。

主な利益の源泉として、相対的な交渉力、産業における競合

他社との共謀(collusion)がある。そして利益を保持するメ

カニズムとして産業の参入障壁があげられている。その要因

は政府の規制、サンタコストであり、新規参入者が追随する

のを困難にしている。そしてプロセスのコントロールは競合

他社との集団で行われることになる。

 次の資源ベースの視点とは、個々の企業のパフォーマンス

は基本的に産業構造よりもむしろ企業の異質性によるとい

う視点である。分析単位は単独企業である。そして主要な利

益の源泉は原材料などの希少な資源や、管理的能力などの人

的資源やノウハウ、財政的資源、評判といった無形の資源で

ある。利益を保持するメカニズムとして、企業レベルでの模

倣障壁を構築することがあげられている。その要因は資源不

足や、原因の曖昧さ、資源の所有権、時間的切迫による限界

などである。原因の曖昧さとは信頼の構築など、あまりに複

雑で明確化するには限界があることなどを指す。プロセスの

コントロールは個々の企業である。

 最後の関係性の視点とは、分析単位を企業のペアまたはネ

ットワークとし、この視点ではペアやネットワークに特化し

た投資をすることが主要な利益の源泉であるとしている。ま

た企業間での知識共有、相互補完的な資源、効果的なガバナ

ンスも利益の源泉としてあげられる。利益を保持するメカニ

ズムは企業のダイアドやネットワークによって模倣から保

護している。その要因は原因の曖昧さ、時間的切迫による不

経済性、組織間での資産ストックの相互連関性、パートナー・一・L一

の希少1生、資源の不可欠さ、制度的環境がある。制度的環境

とは、関係を維持するための制度があると、関係が崩壊しに

くいというものである。そしてプロセスのコントロールは取

引パートナーとの集合で行う。これまで考察してきた日本の

自動車産業が典型的な例である。

 また、関係性を保持するための条件として以下の点があげ

られている。第1に、組織間における資産の相互連関性

(interconnectedness)がある。これは自社もしくはパートナ

ーによって保持された既存の資産ストックが蓄積されるこ

とによって、優位が生み出されるのである。また自動車生産

を例にすると、工揚を隣接させることで部品をトラックで輸

送するのではなくベルトコンベアーを設置することで、より

経済的な生産活動が実現されることが指摘されている。

 2つめはパートナーの希少性(partner scarcity，

rareness)である。これは企業にとって適切な補完的資源と

自発的な関係を構築する能力を発揮するパートナーを見つ

けるのが困難だということである。レイトカマーが参入時に

パートナーと関係を構築しようとしても、そのパートナーは

既に他企業と提携している場合が多かったことが報告され

ている。そしてトヨタの国際購買部門において、はじめて米

国市場に参入して直面した困難さのひとつが、自発的に働く

米国サプライヤーを探すことだったという。つまり日本企業

にとって最適なサプライヤーを取込むことができず改善が

実現できなかったため、トヨタと米国サプライヤー間の関係

性レソトを効果的に生み出すことができなかったのである。

 第3の条件は資源の不可欠さ(resource indivisibility)

である。これはパートナーが資源の結合や不可欠な専有資源

などに関して、共同で能力開発を行っていくことである。こ

の例としてVISAがあげられている。 VISA組織は提携パート

ナーが利益を生み出すために不可欠な資産を共同でっくり

だす例といえる。特にVISAのブランドネームと広範なネッ

トワーク網は、大規模な多様企業との提携に銀行が参加する

ことで集団的に所有される、特異的で不可欠な資産である。
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これによって個々の企業は提携を通じてブランドネームと

ネットワーク網を利用できるのである。次の例としてFUJI

とXEROXの共同開発をあげ、提携パートナーがずっと共進的

に資源と能力を結合させることで優位性を発揮したことを

論じている。そして両パートナーは長期的関係による利益を

強化するため、相互関係が特化された連関性が生み出される

のである。重要なのは、自社の資源と共にパー一・…トナーの資源

と能力も絶えず共進し、組み替えられていくことである。こ

れによって他社(ないし他グループ)による模倣を困難にさ

せるのである。

 最後の条件は制度的環境(institutional enviro㎜ents)

である。これは取引するパートナー間の信頼を養成したり奨

励する制度的環境が、関係性による利益を生み出すとしてい

る。特に、日本企業が友好的な信頼と協力を養成する日本特

有の制度的環境によって、関係性の利益が得られることを指

摘している。このため日本企業とコラボレートする諸外国企

業は、日本の制度的環境に埋め込まれた「過度にハイブリッ

ドな制度(extrahybrid institutions)」を模写することが困

難で、日本企業のような低い取引コストを実現できないので

ある。そのために制度的環境で企業活動が行えるようにする

ことが必要であると論じている。

 ここで気をつけなければならないのは、これまで議論して

きた内容が大企業を中心とした企業の関係性であることで

ある。本稿で注目しているのはサプライヤーeネットワーク

によるイノベーション活動の展開である。そのため、こうし

た企業間の関係性をサプライヤーや中小企業においても実

現していくことが望まれるのである。実際に、サプライヤー

では協力会や協同組合を通じてヨコのつながりは確保して

いるように思われる。

 問題なのは、経営資源が過度に自動車産業に特化し、他産

業への応用がままならない状況にあるサプライヤーが関係

性の源泉となりうるのかどうかという問題である。この点に

ついては、広島地域にあるすべてのサプライヤーがこうした

関係性の基盤となる経営資源を持ちえている訳ではないか

もしれないが、関係性によって新技術や新事業を開拓するこ

との意味はあると考えるのが本稿の立場である。  、

(3)多重ネットワークの構想

 以上の考察から、複数企業のネットワークが企業活動に有

効な手段である可能性が示唆された。本稿で対象とするサプ

ライヤーは部品調達構造の変化に直面し、特定の自動車メー

カーへの依存度を低減させたいという状況にある。そのため、

これまでの議論で取り上げてきた日本の自動車メーカーと

サプライヤーの関係を考えるのではなく、サプライヤーを主

体とした企業間の関係を構築することを考えていかなけれ

ばならない。これはBensaou(1999)の戦略的パートナーシ

ップの概念に類似しているといえる11)。

 そこで本稿では、自動車メーカーとサプライヤーの密接な

関係が競争優位を発揮してきたこととは別に、サプライヤー

が中心となったネットワーク組織が生み出す有効性につい

て注目していきたい。なぜならば、ネットワークによって経

営資源が相互補完されることは、資源に乏しいサプライヤー

にとって有効であると考えられるからである。

 ここでわれわれが想定するのは、自動車メーカーを頂点と

したタテ型のネットワークではなく、サプライヤーを主体と

したヨコの意味を持ち、さらに幾重にも重層的に形成された

多重ネットワークの概念である(図1)。

，/！二'へて一一一一一一〆一＼ ・・、

N
N

 N
 s s            t

3. 事例研究
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図1 多重ネットワークの概念図
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(1)事例のねらい

実際の中小企業の事例として、広島地域の二次サプライヤ

ーの取組みを見ていく。事例で取り上げる二次サプライヤー

は自動車関連の本業だけでは立ち行かなくなることを見越

して、他社と共同で積極的にイノベーションを展開させてい

る。藤本・清・武石(1994)によると、二次サプライヤーは

一次に比べると小規模で経営資源に乏しく、三次に比べると

既存事業のサンタコストが大きく転業もままならない立場

にある。そのため、二次サプライヤーは最も厳しい立場にあ

るとされている12)。

 この事例は現在も進行中であるため、その成否というより

も、現実のサプライヤーがどのような事態に直面し、どのよ

うに企業活動を変換させようとしているのか、また、このネ

ットワーク組織がサプライヤーにとってどのような意味を

持つのかについて考えていきたい。

 事例の考察のもとになるのは、公表された資料やインタビ

ュー桙ﾉ入手することのできた各種資料である。
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(2)三協プラスチックの概要

 三協プラスチックは広島市近郊にあるマツダ関連事業が

売上高の9割以上を占める二次サプライヤーである。事業内

容はプラスチック製品の射出成形、および組立である。常時

生産している製品は1500点におよんでいる。1991年の好況

期には売上高が14億円に達したが一時は7億円台まで落ち

込んだ。現在では約9億円台の売上高で推移している。

 三韓プラスチックの社長によると、数年前まではいかにし

て取引を継続させてもらえるサプライヤーになるのかとい

う考えに基づいて事業を行ってきたという。だが最近になっ

て、系列取引だけでは企業が成り立ちにくくなるという考え

方に変化しており、従来通りの「本業」だけでなく他事業を

展開することを志向している。

 三体プラスチックが抱える問題点は3つあるという。第一

の問題は価格である。毎期5％のコストダウンの要請にとも

ない、10～20年にわたって製造されている部品のなかには赤

字に陥ったものもあるが、新たな部品受注を確保するために

はそうした仕事をこなしていくことが求められているので

ある。第二の問題は部品数量についてである。これは、多様

な車種に対応するために多品種少量生産が要求されるため、

コスト上昇が免れないという問題である。第三は元請企業の

周辺部の仕事が割り当てられるようになったという問題で

ある。代表例として部品搬送があげられる。従来は部品を運

べばすんでいたものが、現在ではラインまで順序通りに納入

しなければならなくなっている問題がある。三障プラスチッ

クでは、こうした問題を抱えながら新たな取組みを活発化さ

せている。

(3)三拝プラスチックの取組み

〔事例1:協同組合マグネトピア広島〕

 マグネトピア広島は部品納入先の一次サプライヤーであ

るデルタ工副子会社のデルタツーリングからの共同開発の

呼びかけに応じ、1995年3月に設立された。参加メンバーは

三協プラスチックを含めて4社であるが、デルタツーリング

が協同組合の中心になった。当組合の設立には除振システム

の開発という明確な目的があり、永久磁石を用いたシステム

の優i位性に着目して磁気浮上式除算ユニットの開発に乗り

出した。これまでの付き合いから各社が何を専門としている

のかは明確であり、デルタツーリングが主に研究を担当し、

その成果を各社が専門技術を生かして開発し、それらを融合

化していくというやり方をとった。こうして、永久磁石を応

用した製品として、救急車のストレッチャーを載せる除振台

の開発に成功した。

 しかし、この除振分の販路は初めから明;確ではなかった。

組合では試作品を1997年5月越横浜で開催された「人とくる

まのテクノロジー展」に出展することにした。そして、名古

屋市消防局の関係者がこれに興味を持ったことから具体化

しはじめた。こうして商品化された救急車用除振台は1999

年に広島市のグッドデザイン賞を受賞した。同じ頃に用途開

発を行ってきた除振装置として、建設機械やトラックの除振

シートの商品化が進んでいる。

〔事例2:フロンティア広島〕

 三野プラスチックではその他のネットワーク活動として、

フロンティアひろしま協同組合に参加している。

 フロンティアひろしまは、マグネトピア広島と同じくデル

タ工業の協力会に属するサプライヤー18社によって1998年

12月置設立された、二次サプライヤーが中心となった協同組

合である。フロンティアひろしまの趣旨は、それぞれのサプ

ライヤ■一・一・・が培ってきた多様な技術・技能をより合わせて、よ

り高い製品の創造を目指していくことにある。さらには一社

では対応できなかったユニット部品の製造をはじめとして、

それぞれが協力することで独自の商品の開発も目指してい

る。

 当初の参加メンバーは18社で、設計・切削・プレス・塗

装・メッキ・縫製・ビニール樹脂加工・焼結などの技術や、

金型・治具・省力化機械、計潰屠の製品の製造を手がけるサ

プライヤーから構成されていた。フロンティアひろしまでは、

自動車部品の製造で育んできた企画からデザイン・試作・量

産までにいたる能力を集結させて、新たな顧客を取り込んで

いくために共同開発に取り組んできた。

 そこで2000年10月にホームページによるネット受注に乗

り出し、多彩な保有技術をアピールして幅広い仕事に対応し

ようとした。そして、受注シートも整備し、インターネット

によって年間約3600万円の受注を目標にしていた。共同開

発も車椅子が載せられる介護用の自動:車シートが2000年頃

は月間20脚ほどあり、約100万円ペースで販売実績もあが

っていた。

 しかしながら、その後のフロンティアひろしまの業績は伸

び悩み、メンバーも当初の18社から現在は13社に減少して

いる。その中で、現在売りにしているのはパソコン用の冷却

装置である。これは将来的に発展可能性を持ってはいるもの

の、メンバーであるサプライヤーにとってあまりメリットが

感じられていないようである。

 ここで取り上げた三協プラスチックが参加する3つのネ

ットワークの中では、現時点では最も困難に直面している取

組みである。

〔事例3:株式会社ドゥ・トピア〕

 ドゥ・トピアは体協プラスチックを含めた広島市近辺の中

小企業11社が集結して1999年7月に設立された。11社はい

ずれも広島県中小企業家同友会の技術交流部会に属し、業種

は自動車部品サプライヤー、テントメーカー、セラミック関

連、ソフト開発など多岐にわたっている。ドゥ・トピアの設

立のねらいは、メンバーを11社に限定し関係を強化した企

業ネットワークを生かして、様々な専門知識やノウハウを動

員しながら、一社で請負えないような製品受注を可能にして

大企業並みの総合力を発揮しようということにある。ドゥ・
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トピアのイノベーションの課題は、グループ全体で販売可能

な一般消費者向けの商品開発である。

 ドゥ・トピアのしくみは、まずメンバー各社が資金と技術

を提供し、次にメンバーのいずれかがそれを利用して開発を

行い、できあがった新商品を各社が販売するというものであ

る。メンバー間の連絡には電子メ・…一・ルを活用してバーチャル

な情報交換を促進し、集団が保有する専門知識を活用するこ

とで問題解決能力を高めている。中小企業は専門性が高いた

めに幅の広いニーズに対応できないことが多いが、バーチャ

ルな情報交流を通じて不足する専門性を補い、新しい市場を

開拓できるようになる。ドゥ・トピアで最初の商品になった

のは、グループの一社が見つけた脱臭効果を持つ特殊なセラ

ミックの粉末を、テントメーカーのアイデアによってシート

状にした冷蔵庫用脱臭シートであった。一社ではできない商

品化が、バーチャル空間による専門知識の共有によって、そ

れを可能にしていったのである。

4. 多重ネットワークの可能性

 以上では、三協プラスチックが参加している3つの企業ネ

ットワークの取組みをみてきた。事例を通じてわかったのは、

これまでの自動車産業で培ってきた企業間だけではなく、自

動車産業以外の中小企業同士による取組みが存在していた

ことである。これは、他事業への進出を試みようとする場合

や脱自動車を目指すサプライヤーにとっては重要なネット

ワーク活動になるといえる。

 三協プラスチックにおける多重ネットワークの形成を簡

略化すると図2のように、複数の企業ネットワv・一一・クが幾重に

わたって層を為すように示すことができる。
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図2三協プラスチックにおける多重ネットワーク

 事例の前者2っは、三二プラスチックの主な部品納入先で

あるデルタ工業の協力会である「親和会」を母体とするサプ

ライヤー・ネットワークであった注2)。しかしながら、2っ

の取組みには歴然とした違いがみられた。最初に取り上げた

マグネトピア広島は親和会のなかでも、特に4社で結成され

た協同組合である。そして、デルタ工業の子会社であるデル

タツーリングという二次のなかでは経営資源の豊かなサプ

ライヤーがリーダーとして存在するネットワークである。

 協同組合ということもあって、原則的に営利追求が制限さ

れていることや、三振台の販売先が消防局であるために、す

ぐには業績向上に結びつくわけではないが、自動車部品だけ

を製造するだけでは経験できない、研究開発活動や他の仕事

に少しでもふれていくことは、これまでは元請企業の要請に

応えていればよかった二次サプライヤーにとって重要であ

るに違いない。

 また、マグネトピア広島の事例で注視しなければならない

のは、デルタツーリングというネットワークにおいてコアと

なる企業の存在である。労協プラスチックの社長は、デルタ

ツーリングのようにネットワークでコアになる企業は存在

価値があり、今後のサプライヤーのイノベーションにおいて

も重要な役割を担うと指摘している。こうした企業が中心と

なって、定期的な会合を持ちながら、各社が何をどのように

いつまでに完了させていけばいいのかを明確にしているの

で、組合に今でも活気が満ち溢れているという。この点で、

メンバー間が密接な会合を開くことができる地理的な近接

さが間接的に機能している点を再確認できる。

 こうしたリーダー企業が存在しなかったのがフロンティ

アひろしまの事例である。同じデルタ工業に部品納入する二

次サプライヤーで形成され、なおかつ18社という大所帯で

立ち上げられて、最初の共同開発までは目的も明確化されて

順調に存続するように思えたが、その後までネットワークに

よる共同開発や共同受注が持続しなかったのである。三協プ

ラスチックでも、フロンティアひろしまに参加していたわけ

であるが、組合活動が停滞気味になるとどうしても距離を置

いてしまうようになることが指摘されている。特に、フロン

ティアひろしまは二次のなかでも専業的なサプライヤーか

ら構成されているため、どうしても本業の方へ時間や資金を

傾注するために組合活動へ積極的な参加をする意欲が減衰

してしまうし、そもそもメンバーを纏iめ上げるだけのコアに

なる企業が存在していなかったのである。そのため、最初の

うちは介護シートという目標があったので活動を継続でき

ていたが、その後、組合としての方向性が定まらなくなった

時にコア企業の存在がないために、全体としての求心力が消

滅したためメンバー企業の離散につながったと考えられる。

 3つめのドゥ・トピアの事例は、自動車部品サプライヤー

以外の中小企業も参画しており、サプライヤー・ネットワー

クというよりは異業種交流の意味合いが強いネットワーク

構築が特徴である。これはサプライヤー・ネットワークとい

うよりは、中小企業ネットワークと呼んだほうがふさわしい

かもしれない。母体となったのは、広島県中小企業家同友会

が開催した異業種交流会の技術交流部会で、本気で新事業開

発などに取組みたいメンバーから構成されていた。当初のド

ゥ・トピアでは、メンバーであるセラミック関連会社の提案

でセラミック関連商品を開発して販売していくことを目指

していた。そして、何種類かの商品開発に成功していったが、
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ドゥ・トピアの形成したネットワークの効果はこれにとどま

らなかった。

 メンバー企業間で顧客の要望などを電子メールで交換し

合うことによって、本業において顧客獲得という効果が生じ

たのである。ドゥ・トピアは共同受注も可能な点で、中小企

業の異業種ネットワークでよく紹介される共同受注グルー

プに類似している。しかし、ドゥ・トピアは会社組織で運営

されているという点で、その他の共同受注グループとは異な

る。ドゥ・トピアは情報の共有化とともに、協同組合では曖

昧になりがちであった責任を明確にするために会社組織化

し、これによってガバナンス効果を発揮させているのである。

こうしてドゥ・トピアの活動が単なる異業種交流に終らない

ように、メンバー企業の「ただ乗り」を防止する強い姿勢を

打出しているのである。

 また、多くの共同受注グループではメンバー企業の出入り

を自由にしているのに対し、ドゥ・トピアは11社でクロー

ズドにしている点でも異なる。これは、異業種交流会で参加

企業が多すぎると意見がまとまらず、結局は失敗に終ってし

まうという過去の経験から学習したことによるものである。

ドゥ・トピアが設立されるまでに、技術交流部会のなかで相

互の話し合いや企業訪問を進め、反省などを繰返すうちに4

年を費やしたという。そして、メンバー企業間の信頼関係も

築かれ、相互の関係が強められた後に、ドゥ・トピアが立ち

上げられたのである。この点でマグネトピア広島と同じく、

ドゥ・トピアの場合も、関係を強化したメンバ■・一・・一によってネ

ットワークを構築することでイノベーションを遂行してい

るといえる。

 以上のことから、ネットワーク組織によるイノベーション

に成功した理由としては、i)目的を明確にした上で組合も

しくは企業を立ち上げたこと、ii)関係性の強いサプライヤ

ー同士、または中小企業同士ということで調整をスムーズに

行うことができたこと、血)特有の企業間連関が成立したこ

と、iv)中心となるコア企業が存在したこと、 v)サプライ

ヤー(中小企業)で構成されたことによる自立性の確保、な

どにもとめることができるだろう。

 これらを考えると、現段階の三聖プラスチックにおけるネ

ットワーク活動は、集合戦略のなかでも中心性iを発揮するよ

うな企業の存在が必要であるように考えることができる。中

心性の重要さは、協同組合としてうまく機能していないフロ

ンティアひろしまの例をみてもわかるように、経営資源や自

立的な経営ノウハウを獲得途中にあるサプライヤーにとっ

ては不可欠な要件であるように思われる。

 しかしながら、中小企業同士がネットワークを構築してい

ることは、従来の自動車生産における系列ネットワークとは

異なるネットワ・一一・一クであることから成功の要因のなかでも

重要である。中小企業だけでネットワークを形成して研究開

発や商品開発に自発的に参画していくことは、大企業への依

存度が高い下請体質から脱皮するための取組みとして大変

に意義深いものである。そこには、サプライヤーの自立性が

不可欠な要素となっているからである。サプライヤーという

と、これまでは言われたものを言われただけ製造し納品する

だけだったが、サプライヤーを中心にしたネットワーク型イ

ノベーションを志向することで、製品開発での企画から開発

まで参画することが多くなり、それだけ主意主義的な行動を

とることができるためイノベーションへの取組みが活発化

されるからである。

 非自動車事業を展開したいと考えるサプライヤーが直面

する問題は、一般消費者向けの商品を持たないことや、新商

品を販売する時の営業と取引先の開拓である。中小企業11

社が結集したドゥ・トピアのなかで、最も困ったのが三協プ

ラスチックであった。この問題に対して、三協プラスチック

では製造部門の社員を営業にあてることで解決した。解決し

たといっても、営業に配属されたのは製造部門の新入社員で

あったため、営業の経験も無く、はじめのうちは社長も自ら

営業マンとなり二人三脚で販路開拓にあたったのである。社

長といえども、これまでの取引先に顔を出すのとは異なり、

雑貨品を扱う量販店などを営業でまわったことは無かった

という。

 他に、新商品の需要が伸びて量産体制が必要になった時に、

生産設備をどうするのかという問題も出てくる。今のところ、

両者ともに他メンバーの工場等を使用して生産を行ってい

るが、今後、大量生産をすることになると設備投資する余裕

がないのが実状のようである。また、複数企業のネットワー

クによる新商品開発から利益が得られると、その利益をどう

分配するのかが問題になるが、現在のところ、一般的に貢献

度に応じて分配されている。

 三三プラスチックのように売上の9割以上を特定の自動車

アセンブラーに依存するサプライヤーにとって、第2、第3

の柱になる新事業を見つけることの重要性は高い。こうした

ことから、漸進的ではあるが、サプライヤーという本業だけ

に依存した事業構造を変化させる新事業を創造するため、関

係性が強く、自立性が発揮できるようなネットワーク活動は

意味のあるものである。そして、こうしたネットワーークを活

用することによって、部品加工だけに従事していたサプライ

ヤーが仕事と顧客の幅を広げていきながら、同時に企業とし

ての自立性を体得していくことが可能になることもネット

ワーク構築の意義といえるのである。

5. おわりに

 本稿では、広島地域サプライヤーの動向について事例を取

り上げながら検討した。

 まず、戦略面において単独企業から複数企業へ分析の視点

が移行していることを考察した。主要な先行研究として

Astley(1984)を取り上げて、戦略が事業戦略から集合戦略

へと発展していることを取り上げた。次に、複数企業による

経営活動の有効性について関係性の視点から論じている

Dyer＆Singh(1998)の研究を取り上げた。 Dyer＆Singhは複数
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の企業が結集することによって、特有の企業間の連関による

レソトが発生し、これが競争優位の源泉になると指摘してい

た。これらの先行研究を通じて、複数企業によるイノベーシ

ョン活動が有効であることを言及した。

 そして次に、地元サプライヤーの事例から、部品調達構造

の変化に直面した実際のサプライヤーがどのような動きを

見せているのかについて検討を加えた。事例では、二次サプ

ライヤーが3つのネットワーク活動を通じてイノベーショ

ンを展開させようとする取組みを考察し、サプライヤー・ネ

ットワークの特徴、そして関係の強いサプライヤーや非自動

車の中小企業とのネットワーク活動がどのような意味をも

つのかを考察した。3つ取り上げたネットワーク活動のうち

2つは一次サプライヤーの協力会を母体とした二次サプラ

イヤーの取組みであったが、そのうちのひとつはうまく機能

していないことがわかった。また、非自動車産業の企業もメ

ンバーとなる中小企業ネットワークともいうべき取組みも

見られ、こうしたネットワークが自動車依存度の高いサプラ

イヤーの経営を見直すためには有効であると指摘した。

 サプライヤーのネットワ・一一一‘ク活動を通じていえることは、

i)目的を明確にした上で組合もしくは企業を立ち上げたこ

と、ti)関係性の強いサプライヤー同士、または中小企業同

士ということで調整をスムL…一一ズに行うことができたこと、

iii)特有の企業間連関が成立したこと、 iv)中心となるコア

企業が存在したこと、v)サプライヤー(中小企業)で構成

されたことによる自立性の確保、などにもとめることができ

ると指摘した。

 これらの考察を通じてサプライヤーのネットワークの意

義として考えられるのは、系列ネットワークとは異なり、サ

プライヤーがこれまで経験したことのない経営活動を実際

に経験しながら顧客や仕事の幅を広げていくことが可能に

なることによって、自立的な経営のノウハウを蓄積させなが

ら発展していく可能性を持たせる役割を果たしうるという

ことである。

【注】

注1)FSS制度とは、部品によってはサプライヤーに企画

   から設計までをまとめてまかせる方式で、2000年度か

   らマツダで導入されている。詳細は拙稿(2002)を参照

   されたい13)。

注2)全国的なサプライヤーの協力会についてはSako(1996)、

   マツダにおける一次サプライヤーの協力会について

   は拙稿(2005)を参照されたい14)15)。
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